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POINT 1

デジタル化機会は、疾病領域ごと
にペイシェントジャーニーの各ス
テージで存在する
ヘルスケアのデジタル化は、予防から、診断、
治療、予後に至るペイシェントジャーニーの
各ステージで、プロバイダー、ペイヤー、サプ
ライヤーといったステークホルダーで横断的
に進行しています。デジタルヘルスの事業機
会は、ヘルスケアの伝統的命題である質と
コストとアクセスのバランスを高みに引き上
げるべく、限られたヘルスケア資源の再配分
（ペイシェントエンゲージメントを含む）とファ
イナンスに対する答えを模索することだと考
えています。

POINT 2

ヘルスケアデータをインテリジェン
スに転換する
デジタル事業の価値引き上げには、データ
をいかに賢く収集し、蓄積、利活用するかが
鍵となると考えます。革新的な診断・治療方
法の開発はもとより、予防領域における患者・
消費者の行動変容の仕組み構築や、ヘルス
ケアデリバリーとファイナンスの高度化・効
率化のため、ヘルスケアデータ流通の商業化
を加速させることが求められています。現在、
様々なステークホルダーに分散しているヘル
スケアデータは、今後、質と量の両面で拡
充し、患者・消費者中心に、意味のあるデー
タが抽出されることで統合されていくとみられ
ます。

POINT 3

ヘルスケア課題への切込みと、アウ
トカムに対するアカウンタビリティ
が成否を決する
テクノロジー主導・供給者論理ではなく、顧
客課題への洞察を深め、ヘルスケア価値へ
のインパクトと普及可能性の観点から厳しく
ソリューション設計をすることが求められます。
このため、エコシステム構築が一つの有効な
打ち手となるでしょう。ヘルスケアにおいては、
デジタル化によるいかなる解決策であれ、臨
床的・経済的効果とリスクに係るエビデンス
構築を進めることが、決定的に重要であると
考えています。

界的なパンデミックという未曽有の危機に直面するなか、ヘルス
ケアの「新しい現実」とは何か。新型コロナウイルス感染症（以下、

「COVID-19」という）の拡大は、現行ヘルスケアシステムの脆弱性を改
めて認識させることとなりました。従前よりヘルスケアの新たなステージへ
の転換が世界レベルで進行していましたが（KPMG FAS Newsletter  
Driver Vol.04 June 2019 「21世紀型ヘルスケア – 転換への4つの潮流」
参照）、今回の危機は、この潮流に修正を迫るものではなく、むしろ加速さ
せることとなるでしょう。そして、この加速を可能とする最も重要なイネーブ
ラーのひとつが情報・通信テクノロジーのヘルスケアへの実装です。今後、
ヘルスケアの「新しい現実」に向けた競争力ある解決策が数多く輩出され
ることを期待し、本稿では、情報・通信テクノロジーのヘルスケアへの実装
を広く「デジタルヘルス」と定義し、我が国での現況と今後の発展の方向
性、さらに、デジタルヘルス事業を成功に導くための視座を考察してみた
いと思います。

世
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Ⅰ

パンデミックが迫るヘルスケ
アの変革

日本では、今回の危機以前から、2040

年を見越して医療提供体制の改革が議論
され、取組みが進められてきました。こう
したなか、今回の危機は、現状を放置し
たならば 2 0年後に直面したであろう問題
を、一度に噴出させたという様相にありま
す。とりわけ、病院の機能分化と専門性集
約、総合診療／プライマリーケア機能のス
ケールアップ、そして地域におけるヘルス
ケア資源の連携・統合を通じたシステムへ
の転換という観点から、改革を急ぐ必要
性が強く認識されています。
パブリックヘルス領域のみならず実臨

床でも、人的資源のキャパシティ欠如が
露呈しています。今後も労働力確保は困難
になるとの予測から、人的資源の生産性
を引き上げるための取組みが不可欠であ
ると考えられています。
加えて、今回のような非常時のみなら

ず、平時のケア提供においても、サイエン
スとデータに基づく意思決定の仕組みを、
医師などヘルスケア従事者個人の枠を超
えてシステムとして組み込んでいくことの
重要性が新たに認識されています。
ヘルスケア領域における医療技術の開

発を遅延させないという観点からは、医
療機関や介護事業者などプロバイダー
や、製薬企業や医療機器メーカーなどサ
プライヤー、健保組合や国保などペイヤー
といったステークホルダー間でのコミュニ
ケーションの在り方、ヘルスケアデータ収
集や蓄積、利活用の在り方についても、新
たなアプローチを模索する動きが顕在化
しています。
需要サイドに目を向けると、患者・消費

者の意識も、今回の危機を契機に、大きく
変化しています。患者の受診抑制による医
療機関経営に与える影響は著しく、外来需
要は大きく減少、入院についても従前の
需要の一部は在宅ケアへとシフトしていま
す。患者・消費者の予防への関心の高まり

から、今後、外来需要、入院需要とも、従
前の水準まで回復しない可能性があると
考えられます。
予防領域のみならず、疾病管理領域で

も、患者が主体的に自らの健康に関与す
る傾向はますます大きくなっています。そ
の結果、供給サイドの患者・消費者に対す
る介入の在り方、医療技術の開発の在り
方も変化する必要性が高まっています。

Ⅱ

進展するデジタル技術の実装

今回の危機、また予測される変化に対
し、世界各国は迅速に行動しています。特
筆すべきは、この行動を実効たらしめるべ
く、デジタル技術のヘルスケアへの実装を
加速させている点です。オンライン診療の

急速な普及、ICUの遠隔化（eICU)、リアル
タイムデータ活用による救急搬送システム
構築、広域かつ織横断的なペイシェント・
フロー・マネジメントとコマンドセンターの
設置、バーチャル治験の適用拡大など、デ
ジタル化の進展事例には枚挙にいとまが
ありません。グローバルでのデジタルヘル
ス市場規模は、2020年の約1,800億ドルか
ら、年次25％程度の伸びを示し、2025年
には約5,000億ドルに達するとの予測もあ
ります。
一方、我が国においては、多くの識者が

指摘するとおり、ヘルスケアのデジタル化
の速度は、諸外国との相対で遅延してい
るという状況にあります（図表1参照）。
オンライン診療で言えば、海外では先

進国・新興国を問わず、今回の危機を契機
に外来の5 0～9 0％がリモートに移行した

図表1 デジタル化水準に係る日本のポジショニング
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引用元 : OECD Health Working Papers 「Readiness of electronic health record systems to contribute to national health 
information and research」

 （1）Technical and operational readiness is the cumulative score of nine indicators each valued at one point: EMR 
coverage, information sharing among physicians and hospitals, defined minimum dataset, use of structured data, 
unique record identification, national standardization of terminology and electronic messaging, legal requirements for 
adoption, software vendor certification and incentives for adoption.

 （2） Data governance readiness is the cumulative score of four indicators: national plan or priority for secondary data 
use, dataset creation, and contribution of EHR data to monitoring and research which are each valued at one point; 
and legal issues impeding dataset creation which subtracts one point.
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との報告が多くあるなか、我が国での浸
透の速度は際立って遅い状況にあります。
もちろん日本は世界の中で医療へのアク
セスがトップ水準であり、相対的にアクセ
ス不良な国で大きく普及したのは必然だ
と思われます。
日本は、現状、医療従事者の多くがオン

ライン診療の質とコストに対して懐疑的で
す。とりわけ、医師の誤診リスクに対する
感度は極めて高く、変化することに躊躇し
ている状況です。しかし、この状況は、今
後、オンライン診療の有効性と安全性に係
るエビデンスが構築されると同時に、コス
トの観点でも医療提供の生産性引上げへ
の貢献が可視化されれば、徐々に変化し
ていくものと思われます。
ヘルスケアはグローバルであり、質が

立証され、コストがアフォーダブルである
サービスやモノは、世界中で普及するとい
う歴史を念頭に置くと、日本だけが世界の
常識から乖離するという状況は想定でき
ません。
かつて、英国「エコノミスト」誌のオリ

バー・モートンが記述したとおり「社会と
して行動することなく、テクノロジーだけ
に問題の解決を委ねることはできない」と
すれば、近時勃興する情報・通信テクノロ
ジーのヘルスケアへの実装は、「ヘルスケア
の問題を思考し、その解決策をデザイン
する」、「解決のための手段としてテクノロ
ジーを活用する」という順序である必要が
あると考えます。日本のヘルスケアが直面
する問題の大きさと深さを考えるに、今こ
そ、人間とテクノロジーの協働、すなわち
デジタルヘルスを真剣に考える時期だと思
います。

Ⅲ

デジタルヘルスの現況と発展の 
方向性

我が国でも、既存のヘルスケア事業者
や、情報・通信テクノロジー企業、ヘルス
テックベンチャーなどによるデジタルヘル
ス市場への参入が進展しています。

国も、ヘルスケアのデジタル化を進める
べく、法制度の整備に取り組んでいます。
いまだ、プログラム医療機器（SaMD）の保
険収載基準明確化など課題はあるもの
の、今後も規制環境の引き上げが図られ、
デジタルヘルス領域への投資を後押しする
でしょう。
ここでは、予防、診断、治療、予後とい

うペイシェントジャーニーの各ステージ、
およびヘルスケア提供のワークフロー・オ
ペレーションの領域におけるデジタル化
の現況と発展の方向性について概観します
（図表2参照）。

（1） 予防領域
健常者に対する一次予防の領域におい

ては、2010年代のスマホの普及や活動量
計を中心としたウェアラブルデバイス市場
の形成、さらに体重・体組成計、体温計、
血圧計といったコンシューマ向け従来機
器とデジタル技術の融合を起点に、運動、
食事、睡眠、メンタル、女性特有の体調管
理、美容などの領域で、様々なサービスが
勃興しています。　

B2Cサービスとして、著しい数の医療・
健康情報ポータルや健康増進・管理アプ
リの供給が行われています。また、チャッ
トボットなど自然言語処理やAIといった技

術を活用した健康相談やコーチングサー
ビス、DTC遺伝子検査サービス、さらに
パーソナルヘルスレコード（PHR）サービス
などへと広がりを見せています。
健康保険組合や自治体(国民健康保険)

といったペイヤーや企業向けB2B2Cサー
ビスとしても健康診断データやレセプト
データを活用した発症予防サービスや二
次・三次予防としての重症化予防サービス
が発展過程にあります。
この領域では、公的保険からの財源調

達が限定的であり、健康意識が必ずしも
高くはない個人のみならず、健康意識が
高い潜在的アーリーアダプター層に対して
も、マネタイズは容易ではありません。こ
のため現時点でスケールしている事業は
極めて限定的であるというのが現状です。
ヘルスケアの財政制約や労働力制約の課
題の大きさを鑑み、予防の重要性は長く
認識されていますが、今まさに、デジタル
技術の活用により、予防領域を産業化で
きるかが問われている状況にあります。
成功の鍵は、個人の「行動変容」をいか

に促すことができるかです。そのためには、
今後、医学や行動経済学、心理学など学
際的アプローチに基づき、ターゲット顧客
の明確化やインセンティブ設計、オンライ
ンとオフラインの融合（OMO）などサービ

引用元：KPMG作成

図表2 ペイシェント・ジャーニーと主要な情報・通信テクノロジー
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ス設計が重要になってくるとみられます。
また、提供するサービスの臨床的・経済的
なアウトカムに対するエビデンス構築と、
アウトカムに基づく課金モデル設計も、普
及にとっての鍵となってくるでしょう。これ
ら試みの結果、マネタイズ先としては、消
費者のみならず、ペイヤー、さらには製薬
会社や医療機器メーカー、食品会社、ウエ
ルネス事業者といったサプライヤーへの広
がりが見えてくるでしょう。
既に、こうした科学的アプローチでス

ケールの実現を企図する事業者が出現し
てきています。我が国でも進行中の生命
保険商品のパーソナライズ化の流れもそ
の一例です。
この先には、軽度認知症（MCI）診断や、

ゲノム情報などを活用した未病段階・超早
期段階での先制医療への発展も期待でき
ると考えています。

（2） 診断領域
画像撮影機器や検査機器の性能向上・

データ量増大に伴い、診断業務が質的・
量的に困難を極めるなか、医療者の負荷
軽減・安全性向上を企図したAI（人工知
能）による診断支援機能の開発が進行し
ています。放射線・病理・内視鏡等のAI画
像診断は、様々な疾患を対象に、すでに
商業化段階に入っています。AI活用の今
後の発展としては、画像データにとどま
らず、アウトカム情報を含む電子カルテ情
報を基に、疾患予測や臨床意思決定支援
（CDSS）への展開が見込まれています。課
題としては、医療機関やシステムベンダー
ごとに異なるデータ形式、非構造データ
中心の診療記録への対応などが挙げられ
ます。課題解決に向けて、標準データ交
換方式（HL7、FHIR等）や標準マスターなど
の利用が促進されるとともに、データレイ
クなどを活用したビッグデータ分析手法
の高度化が進展するとみられます。
診断領域におけるAI活用は、患者に最

適な治療を選択する、個別化医療を進展
させるという観点で、ヘルスケアに極めて
重要な影響をもたらすとみられ、今後ます

ますの発展をみせるでしょう。
診断領域のデジタル化は、個別の診断
行為を高度化するのみならず、地域のヘル
スケアシステムを発展させることにもなる
とみています。たとえば、デジタル技術を活
用し、疾患領域ごとに専門医と非専門医
のネットワークを構築する、従来の遠隔画
像診断や病理診断のネットワークを深化
させる、地域における病病・病診連携や救
急搬送の仕組みを高度化するという方向
が考えられます。
たとえば、脳疾患・循環器疾患やがん、

さらに希少疾患という領域で、情報通信
技術を活用し、中核病院の専門医とかか
りつけ医との間で遠隔診断の仕組みづく
りが始動しています。また、救急搬送領域
では、患者トリアージや、救急車と病院間
での診療情報共有を企図した救急医療支
援システムが、徐々に浸透してきています。
さらに、COVID-19拡大のなか、遠隔での
ICU医師への診断サポートといった新たな
サービスも始まっています。

（3） 治療領域
手術領域でのテクノロジー活用が進展

しています。手術支援ロボットシステムは、
国内企業の参入が実現し、グローバルでも
開発が加速しています。今後の広がりとし
ては、AI活用によるナビゲーション機能の
搭載、VRによる手術シミュレーション、手
術室スマート化（手術室内の様々な医療機
器をつなぐことによる診療情報の統合な
ど）、5Gを用いた遠隔手術といったことが
想定されます。
また、デジタル技術を活用した新たな治

療方法として、プログラム医療機器による
治療支援（デジタルセラピューティクス）の
取組みが活発化しています。デジタルセラ
ピューティクスは、従来型の投薬治療で
は手が届きにくかった患者の「行動変容」
を促すもので、新たな治療法として注目さ
れています。日本国内では、スマートフォ
ン・専用デバイスによる禁煙支援アプリが
2020年12月に国内で初めて薬事承認・保
険収載されました。現在、睡眠障害、糖尿

病、ADHDといった疾患領域でも、商業化
に向けた研究開発が進んでいます。デジタ
ルセラピューティクスは、在宅での療養が
中心となる慢性疾患やメンタルヘルス領
域で、従来できなかった治療介入を可能と
するという点で、その有効性が広く認知さ
れるに至っており、今後、大きく発展する
ものとみられます。

（4） 予後領域
COVID-19の拡大のなか、非接触・遠隔

での医療提供ニーズが高まっており、在宅
医療分野を中心にデジタル活用のサービ
スが浸透し始めました。オンライン診療を
筆頭に、リモート・ペイシェント・モニタリ
ングや、在宅での検査・診断サービスが展
開されています。また、コメディカルによる
遠隔サポートサービスとして、遠隔リハビ
リや遠隔処方・処方薬デリバリーなども始
まっています。患者自身の疾病管理状態
を記録するPHRは、医師とのコミュニケー
ション、診療の質を引き上げるツールとし
て再注目されており、糖尿病、心疾患、呼
吸器疾患など慢性疾患やがんといった疾
患領域で実運用が進みつつあります。
今後、我が国でも、在宅での検査・診断

機器や治療機器の拡充も見込まれ、診療
のみならず、デジタルバイオマーカーの利
活用を含むバーチャル治験の拡大も見込
まれます。
課題としては、遠隔での診療の質の担

保や、患者と医療提供側双方での運用負
荷、在宅での機器の設置やネットワーク利
用環境の整備といった追加コスト負担が
挙げられます。これら課題の解決には、在
宅における様々なデジタルソリューション
の統合を疾患領域ごとに患者中心で進め
ることや、負荷の少ないオペレーションモ
デルの構築、同時に、従来オペレーション
との相対で、予後の臨床的改善や在院日
数短縮・再入院率の引き下げなど効率性
向上といった追加コストに対する価値を、
事業者自身で明確化していくことが、鍵に
なると考えます。こうしたエビデンス構築
を進展させることで診療報酬上の手当て
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も拡大していくとみています。

（5）  ワークフロー・オペレーション 
領域

既存の病院内ワークフロー・オペレー
ションを改善し、業務効率化・コスト削減
を企図する動きが見られます。
たとえば、問診システムが徐々に浸透し

ており、従来、紙で行われていた問診情報
をデジタル化し、電子カルテへの転記労力
を軽減するとともに、初期診断の効率化、
非接触での安全な業務遂行にも寄与して
います。医療費のオンライン決済システム
は、医療費支払いの待ち時間を無くし、院
内滞在時間を最小化することにより感染
対策に寄与しています。近時、医療機関の
バックオフィス業務をリモート環境で行う
サービスも始まっています。
クラウド環境でのサービス提供は、上

記事例を含み、この領域で先行していま
す。今後様々なクラウド経由サービスの開
発が想定されるなか、医療機関が利用す
るためのネットワークセキュリティの確保

や個人情報保護への対応、「3省2ガイドラ
イン」など法規制への準拠が普及に向け
た鍵となります

Ⅳ

ヘルスケアデータのインテリ
ジェンスへの転換

人間が生化学的なアルゴリズムである側
面に着目すると、ヘルスケアのデジタル化
は必然です。デジタル化のヘルスケアに対
する最も重要な貢献のひとつは、データを
アナログから転換することで病気の解明と
その治療法の発見を加速させていること
だと思います。近時の最たる事例は、2003

年のヒトゲノム全配列の解読であり、これ
を契機に、ゲノムシーケンシングを始めと
するデータアナリティクス技術の商業化が
開花し、個別化医療に向けた革新的診断
法や治療法の開発が加速しています。この
ように考えると、デジタルヘルスの事業者
にとって、ヘルスケアデータを収集、蓄積、
利活用すること、すなわちインテリジェン

スに転換することは最も重要なミッション
だと考えます。ヘルスケアデータは、現在、
患者・消費者、ペイヤー、プロバイダー、薬
局、ウエルネス関連事業者、デジタルヘル
ス事業者といった、個人や組織間で分断
的に存在しています。将来的には、患者・
消費者を軸に、統合される方向が想定さ
れますが、現時点で分断されたデータで
あってもこれらデータをヘルスケアの価値
に転換する試みが加速しています。
ここでは、まず、医療機関内にあるデー

タの利活用の現状と発展の方向性につき、
みてみようと思います（図表3参照）。
医療機関内にあるデータの利活用は、

医療機関での「1次活用」と、製薬企業、医
療機器メーカー、保険会社といった医療
機関外事業者による「2次活用」に分けるこ
とができます。
また、医療機関内のデータについては、

大きく「臨床情報」と「経営情報」に分ける
ことができます。臨床情報は、（1）患者情
報（年齢・性別等の基本情報、保険病名
等）、（2）介入情報（投薬、手術、処置等の

図表3 ヘルスケアデータの利活用状況、および今後の方向性

【凡例1】データの利用度・必要度
中 高低

【凡例2】今後の市場発展領域
収支改善 医療機関内の

業務改善
臨床の質

・医療安全向上
営業

・マーケティング 製品 /サービス開発

データの1次活用*3

（医療機関）

患者情報

診断・治療等の
介入情報

臨床
  情報*1

アウトカム
情報

経営情報*2

データの2次活用*4

（製薬会社、医療機器メーカー、保険会社など）

*1 臨床情報は、患者情報（年齢・性別等の基本情報、保険病名等）、介入情報（手術・処置、投薬等の診療行為）、アウトカム情報（検査結果、撮影画像、医師所見・観察結果等）を含む
*2 経営情報は、損益情報、設備投資情報、財務情報、その背後にある診療パフォーマンスKPIなど管理情報を含む
*3 データ1次活用は、収支改善（診療報酬分析、集患分析、経営指標分析等）、医療機関内の業務改善（院内ワークフロー改善、患者導線改善等）、臨床の質・医療安全向上（クリニカル
パス分析、臨床指標（Quality Indicator）分析等）を含む

*4 データ2次活用は、営業・マーケティング（医薬品等の売上・シェア、患者人口、処方パターン等の把握）、製品/サービス開発（医療経済分析、治験デザイン、薬事承認時の対象群データ
への活用、市販後安全性調査・エビデンス強化等）を含む
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診療行為）、（3）アウトカム情報（検査結果、
撮影画像、医師所見・観察結果等）に分類
でき、これらは、レセプト情報・DPC情報
や、電子カルテ情報などから入手できま
す。一方、経営情報は、財務会計や管理会
計情報を元データとした、医業収益や費
用、その背後にある様々なパフォーマンス
指標や、設備投資、財政状態に関する情
報のことです。
各医療機関は、これら臨床情報と経営

情報の「1次活用」により、臨床クオリティ
指標の設定による質や安全性の向上、ク
リニカルパスの最適化やペイシェント・フ
ロー・マネジメント、診療業務の標準化、
院内ワークフロー改善、病床配置の最適
化、人的資源の最適配置、地域連携・集
患力強化や診療報酬単価の引き上げ、な
どに取り組んでいます。現在、多くの医療
機関では、臨床情報と経営情報を分断し
て管理していますが、一部、先進的な医療
機関では、臨床の質と経営効率の同時引
き上げを企図し、両情報を統合的に管理
する仕組みの構築に取り組んでいます。今
後、これら既存のデータ分析モデルの高
度化が図られるとともに、臨床と経営の両
面で意思決定を支援するツールの開発が
進展すると予測されます。
医療機関から生み出されたデータは、

医療機関外の事業者によっても「 2次活
用」されています。製薬会社を例とすれば、
従来より、医薬品流通情報を収集する事
業者や、急性期病院のDPCデータを収集
する医療ソフトウエア事業者、ペイヤーが
有する医療機関からの請求データ（レセプ
トデータ）を収集する事業者など経由で
入手し、医薬品の使用実態や患者人口の
把握等、営業・マーケティング（コマーシャ
ル）目的で、活用されています。近時は、
治験患者リクルートや治験デザイン、薬
事承認のための対象群データ獲得など研
究開発での利活用や、製品の安全性やパ
フォーマンス評価を含む市販後調査での
利活用を目的に、電子カルテからの実臨
床データ（リアルワールドデータ）の取得が
積極的に検討されています。この領域は、

我が国でも、既存の医療データ収集事業
者のみならず、リアルワールドデータ取得
を専門とする事業者の市場参入が始まっ
ており、今後、蓄積されるデータの規模が
拡大し、市場形成が進展するものと見込
まれます。
次に、患者や消費者自身がモバイルや

ウェアラブルデバイス、パーソナルヘルス
レコード（PHR）などを介して保有するデー
タですが、ヘルスケアの文脈では、健康管
理・増進など発症予防（一次予防）や、既疾
患の重症化予防（二次・三次予防）といった
観点での利活用が図られています。前述し
たとおり、予防領域での事業は、公的保
険からの財源調達が限定的であり事業化
は容易ではありません。しかし、今後、予
防に対する介入効果のエビデンス構築の
進展と相まって、マネタイズ手法を含む事
業モデルが洗練されていくものと期待され
ます。国のマイナンバー利活用の推進は、
自己情報取得APIを介して、健診結果など
公共機関が保有する健康情報とPHR情報
の統合といった情報連携を容易にし、こ
の流れを後押しすることでしょう。
患者や消費者自身が所有するデータの、

製薬企業など医療機関外事業者による利
活用も、今後、大きく進展するとみられま
す。我が国でも、製薬企業とCRO、デジタ
ル事業者との協働によるバーチャル治験
や、在宅患者が電子的に報告するアウトカ
ム情報（ePRO）、ウェアラブル端末などか
ら取得するデジタルバイオマーカーを利活
用する仕組み構築という動きが始動して
います。
患者や消費者が有するデータは、現在、

医療機関が有するデータと分断されてい
るというのが一般的状況です。しかし、
ウェアラブルなど非医療用デバイスやリ
モート・ペイシェント・モニタリング技術の
高度化、PHRの普及、在宅検査・診断機器
の拡充に伴い、収集するデータは質と量
の両面で充実し、臨床的に有益なデータ
が抽出、医療機関の電子カルテに統合さ
れていくものとみられます。
この流れは、在宅でのケアの高度化と

効率化を介して、病院からコミュニティへ
のケア・セッティングのシフトを促進させ
るでしょう。さらに、病院やクリニック、介
護サービス事業者といったプロバイダー横
断的なケア・パスウエイの構築を促進し、
各地域で、より強固な臨床ガバナンスとヘ
ルスケアシステムの構築に貢献するものと
考えられます。

Ⅴ

デジタルヘルス事業を成功に
導くための視点

ヘルスケアは、ヒト、モノ、カネという限
られた資源をどのように配分し、だれが
負担すべきかという議論とともに、質、コ
スト、アクセスという三者のバランスをいか
に図るかという命題に対して、よりよい結
果を導き出すことで発展してきました。デ
ジタルヘルス事業も、この命題に対する答
えを模索することが、成功に至るための出
発点だと考えます。
一方、ヘルスケアは、蓄積された規制や

多様なステークホルダーの存在といった
複雑系のシステムです。また、人間の生命
に係ることから、リスク感度が極めて高い
産業でもあります。このため、新たなテク
ノロジーを採用し、ステークホルダーの習
慣を変える段階に至るまでに時間がかか
ることは歴史が証明しています。そこで、
ここではこの基本認識に立脚し、事業を
成功に導くための視点を考察してみたい
と思います。

（1）  疾病を軸にペイシェントジャー
ニー全体を俯瞰し立ち位置を 
決める

近年、世界的に「バリューベースドケア」
という考え方が浸透してきています。患者
価値は、アウトカム（臨床的・経済的価値/

費用対効果）によって評価され、限られた
ヘルスケア資源を組織横断的に連携させ、
予防から診断・治療、予後に至るペイシェ
ントジャーニー全体で統合的なケアを提
供することで実現されるという考え方で
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す。近時の個別化医療の推進は、この延
長線上にあることを忘れてはなりません。
日本も、患者価値の極大化という方向

に、プロバイダーやサプライヤー、ペイヤー
といったステークホルダー間の利害を収
斂させるための動きが活発化しています。
このような患者中心という価値規範への
移行を背景に、デジタルヘルスの事業化を
考える際、患者の多様な病態を捉えず、一
括りにしたプローチは受け入れられない可
能性が高いと思われます。
ヘルスケアの介入の在り方は、疾病ごと

に、また患者の重症度や病期、さらに予
防、診断、治療、予後といったステージに
よってまったく異なるうえに、関与するス
テークホルダーも変化します。したがって、
デジタルヘルスで改善しようとする対象の
疾病は何か、ターゲットとする疾病の重症
度・病期はどこか、ペイシェントジャーニー
のどのステージに焦点を当てるのかといっ
た事業のポジションを明確にするととも
に、ペイシェントジャーニーの各ステージ
相互連関性や関与するステークホルダー
それぞれの役割に対する理解を包括的に
深めることで、受容可能でインパクトある
解決策をデザインできる可能性が高まる
と考えます。

（2）  顧客（医療従事者やステークホル
ダー）の潜在的問題を発見する

顧客がいまだ気づいていないか、気づい
ていても諦めている問題を適切に発見し、
解決策をデザインできれば、受け入れられ
る可能性が高まります。問題点に対する洞
察が最初であり、そこにテクノロジー活用
による解決策のデザインが続くという順
序を間違えてはいけないと思います。
たとえば、顧客を医師と仮定した場合、

すでに診療の在り方が確立している領域
では、「患者の満足度を向上させる」、「治
療成績を引き上げる」といった価値のみに
偏重した解決策では受け入れられる可能
性は低いでしょう。このような領域では、
医師の問題が過剰な業務負荷にあること
を発見し、テクノロジーを活用したワーク

フロー改善という解決策が、治療の質を
担保する前提で有効である場合が多いと
考えられます。また、地域における医療機
関同士の連携が必要なことに異を唱える
医師はいないと思いますが、実際に地域
連携システムを活用する医師の問題、たと
えば集患力強化といった問題に切り込む
ことが普及の鍵となるかもしれません。
これまでICT企業の多くの試みがヘルス
ケア領域でうまくいかなかったのは、テク
ノロジー主導、供給者論理での解決策の
売込みが先行し、顧客の問題を真に定義
できなかったことが一因であると考えてい
ます。前述したとおり、テクノロジーだけで
問題の解決を図れることはあり得ません。
重要なことは、解決すべき問題を適切に理
解することであり、その問題に対して想定
する解決策のヘルスケアに対するインパク
トを厳しく評価することであると考えます。

（3）  提供する解決策のアウトカムに対
するアカウンタビリティを高める

まず、前述したとおり、ヘルスケア産業
のリスクに対する感度は極めて高いという
点を再度強調したいと思います。あらゆる
テクノロジーに限界はありますが、テクノロ
ジー自体が未成熟で生み出されるデータ
に信頼を置けない（リスクが可視化されな
い）状況では、少なくとも医療従事者や研
究者に受け入れられることはないでしょう。
したがって、事業者側で、提示する解決策
の限界とリスクをいかに明確に説明できる
かという点が出発点になると考えます。ヘ
ルスケアは、新たな技術の可視化されたリ
スクを許容し、積み上げて発展してきてい
ることを念頭に置きたいと思います。
次に提示する解決策のアウトカムについ

ては、データに基づきエビデンス構築を図
ることが普及のための必須条件である点
を共有したいと思います。日本の国民皆保
険と全国一律の診療報酬という枠組みを
前提とするならば、どれほどヘルスケアの
質の引上げを実現する解決策であっても、
アフォーダブルなコストでの提供を実現
できなければ普及することはありません。

同時に、コストがどれほど低くても質が担
保されないものも、受け入れられることは
ありません。近時、保険収載された遺伝子
パネル検査や、長らく米国企業が独占的
ポジションを堅持してきた手術支援ロボッ
トシステムといったテクノロジーの機能
は、本邦企業の参入も相まって、今後さら
に引き上がるとともに、低価格化が進むで
しょう。同時に、従来手法に対する優位性
のエビデンス構築が進展しアウトカムが可
視化されることで、キャズムを超えて普及
が進むと見ています。
ヘルスケア領域で新たな解決策の開発

と普及にKOLの関与が有効とされるのは、
まさにアウトカムに対するアカウンタビリ
ティの引上げを可能にするからであること
を付記しておきます。
さらに、アウトカムに対するアカウンタ

ビリティは、開発する解決策の商業化後
価格の予見可能性を高めるという観点か
らも、医療機器認可取得の有無にかか
わらず、決定的に重要であると考えてい 

ます。

（4）  ヘルスケアエコシステムを共創 
する

日本のヘルスケアといった長年かけて
出来上がっているシステムに対し、単独の
解決策で挑むことは容易ではありません。
たとえば、医療に対するアクセスを持たな
い企業が、単独で解決策を市場に浸透さ
せるには相当な時間を要すると見られま
す。医療という市場には、リーディングポ
ジションを有する医療機関、製薬企業や
医療機器メーカーなどのサプライヤー、卸
事業者、アウトソーサー、ペイヤーなど、す
でに十分な実績と信頼を有する事業者が
多く存在します。そこで、これら事業者を
プラットフォーマーと見なし、自らの解決
策をアドオンするという方法が有効かもし
れません。
また、医療に対する知見を有さない企

業が新たな解決策を開発する際、想定顧
客の潜在的問題を発見すること自体、極
めて難度の高いタスクであると想像でき
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ます。この場合、他者とのパートナーシッ
プにより、問題に対する理解を深め、解決
策を受け入れ可能な水準にまで引き上げ
ていくといったオープンイノベーションの
アプローチは有効であると考えます。
グローバルでは、デジタルヘルス企業

と、リーディング医療機関や研究機関、製
薬会社や医療機器メーカーなどのサプラ
イヤー、公的・民間のペイヤー、政府・許
認可当局、さらには患者団体との協働が
加速しています。我が国でも、近年、この
動きが顕在化してきています。
今後に目を向けると、たとえば、オンラ

イン診療プラットフォーマーはリモート・
ペイシェント・モニタリング機能や在宅
検査・診断技術を有する企業、予防や健
康管理分野でサービス展開する企業との
協働を進展させ、さらに在宅でのビッグ
データ収集とその活用を推進する企業と
の繋がりも想像できるところです（図表 4 

参照）。
ヘルスケア領域では、とりわけ自前主義

を排し、他者との協働によって価値創造を
目指すエコシステム構築が成功に向けた
有効な打ち手であろうと考えます。

Ⅵ

おわりに

ヘルスケアのデジタル化は、患者・消費
者のエンゲージメントの引上げやヘルスケ
ア人材の生産性向上を可能とし、ひいては
ヘルスケアの提供体制をさらなる高みに
引き上げるとともに、医療技術のイノベー
ションを促進させる重要な手段となり得ま
す。デジタルヘルスの事業化に際しては、
（1）適用するテクノロジー自体の完成度、 
（ 2）ヘルスケア価値に対するインパクト、 
さらに（3）マスに対する普及可能性、とい
う３つの観点から厳しい評価サイクルを
回すことにより、今後、ヘルスケアの「新し
い現実」に向けた競争力ある解決策が数
多く輩出されることを期待したいと思い 

ます。
ヘルスケアはコストではなく、我が国

の富の源泉であり、経済的繁栄の基盤
であることを、今回の危機で再認識する
ことができました。幸いにも、日本では、
COVID-19の感染再拡大の最中、医療現
場の最前線で戦う医療従事者、それを支
える医療関係者の献身的な尽力と卓越し
たリーダーシップが浮き彫りとなっていま

す。私たちは、この貴重な財産を土台に、
今回の危機を、我が国のヘルスケアを新
たなステージへと飛躍させる絶好の機会
と捉え、前進させることが必要であるとの
認識です。

図表4 オンライン診療プラットフォームの深化の方向性（イメージ）

予防・健康管理
関連サービス

医療機関向け
電子カルテ

介護システム 匿名加工認定
事業者

PHR データ
アナリティクス

• 一次予防サービス
• オンライン健康相談
• 健康・医療情報
• 患者コミュニティ等

セルフ
テスティング

• DTC遺伝子検査
• 生活習慣病検査等

オンライン診療
プラットフォーム

POCT・
デジタルバイオマーカー

• 在宅検査デバイス
• 在宅診断デバイス等

リモート・
ディジース・マネジメント

• 遠隔ペイシェント
モニタリング

• 治療アプリ
• 重症化予防
• オンラインリハビリ等

連携・深化　フェーズ1

連携・深化フェーズ2

ヘルスケアデータ ＋ アナリティックス

予防・健康管理
関連サービス

セルフ
テスティング

オンライン診療
プラットフォーム

POCT・
デジタルバイオマーカー

リモート・
ディジース・マネジメント

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMG ジャパン
ヘルスケアセクター
大割慶一／パートナー

 keiichi.ohwari@jp.kpmg.com
 Sector-Japan@jp.kpmg.com

関連情報

KPMG ジャパン 
ヘルスケアセクター

ウェブサイトでは関連情報を紹介しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/ 
2019/06/healthcare-sector.html

© 2021 KPMG Healthcare Japan Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of 
independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/06/healthcare-sector.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/06/healthcare-sector.html


https://twitter.com/KPMG_JP
https://www.linkedin.com/company/kpmg-jp/
https://www.facebook.com/KPMG.JP/
https://www.instagram.com/kpmgjp/
mailto:?subject=
http://home.kpmg/jp
http://home.kpmg/jp/socialmedia

	KPMG_v49_03_Focus02_Sector Update 02_CR付_表1.pdf
	KPMG_v49_03_Focus02_Sector Update02_CR付.pdf
	KPMG_v49_表4_WEB用.pdf



